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情報経済における互換性と企業行動の安定性

江沢　太一

本研究シリーズの要約

　このシリーズは「情報経済のミクロモデル」の研究をテーマとしており，ネットワーク外部性

を伴う需要構造をもつ財（サービスを含む）の市場における寡占企業の行動のゲーム論的定式

化一主としてナッシュ均衡をめぐる考察一を目的としている。基本モデルはシリーズを通じて

共通であり，Rohlfsの情報ネットワーク経済についてのモデルの出発点としている。ただし，

Rohlfsのモデルは問題とする財の供給について完全競争市場を想定しているが，本研究シリーズ

はこれに替えて不完全競争一主として寡占一状態での企業行動を対象としている点に特色があ

る。

　シリーズの1回目（2001年12月）発表分では（論文名は巻末文献目録に掲載），ネットワーク

相互間に互換性のない状態での企業行動の安定性を考察し，2回目（2001年8月）発表分では

モデルに互換性を導入し，互換性の向上が企業の収益性を上昇させることを明らかにした。今

回つまり3回目の発表分の要約を次に掲げる。

本論文の要約

　この論文はネットワーク外部性を伴う需要構造のもとでの複占企業の活動の安定性について，

2つのケースに分けて考察した。1つは不均衡状態であり，1企業が他企業の活動水準を所与と

して単独に利潤最大化をはかるケースであり，もう1つは両企業がともに利潤最大化をはかる

状態での均衡すなわちナッシュ均衡である。

　第1のケースにおいては互換性の向上が安定性を高めること，また他企業の活動水準（＝産

出量）のある値までの範囲では，他企業のネットワークの拡大は当該企業の安定性にとってプ

ラスに働く（ネットワーク共有効果と呼ぶ）こと，その一定値を超えると，逆に他企業の活動

水準の拡大は当該企業の安定性にとってマイナスに働くこと（他企業による需要削減効果と呼

ぶ）を示した。第2のナッシュ均衡の状態については，分析の単純化のために2企業がパラメ

ーターに関してシンメトリックである場合を扱い，互換性の向上が安定性を高めることを明ら

かにした。さらに同じ命題が一般に企業数nのケースについても成り立つことを示した。
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序章

　先ずはじめに情報経済の特徴について一般的な考察を加えておこう。情報経済は在来経済に

比べてどのような特徴をもっているであろうか。どの点で共通であり，両者の間にはどのよう

な関係があるであろうか。一つの考えとして情報について次のような特徴を指摘することがで

きよう。（1）情報は分割不可能（indivisible，　discrete）な単位を持ち，通常1単位のみ需要される。

（2）情報は現実には何らかの媒体およびシステムによって提供され，多くの場合供給の平均費用

は高く，限界費用は低い。（3）情報の需要について多かれ少なかれネットワーク効果＝ネットワ

ーク外部性が働らく。（4）情報が需要されるにあたっては何らかの新規性が必要とされる。そし

て同時に（5）ある種の安定性，持続性が必要とされる。さらに（6）情報そのものは共有財＝公共財

（public　good）の性質をもつ。

　もちろん情報経済の特質は以上によって尽きるものではなく，より多くの性質を見出すこと

ができるが，本論文では上記の（1），（2），（3）の項目を検討することにしよう。それ以外の項目の

重要性も極めて高いのであるが，これらの考察は別の機会に譲ることとしよう。先ず情報その

ものには意味の上からみて最小の単位がある。つまりそれを分割すると意味を形成しないとい

う単位がある。これを情報の最小単位と呼ぶことにしよう。これら最小の単位が集まってより

大きな集合が形成される。たとえば小説，論文，映画，音楽の一曲，新聞や雑誌の記事，テレ

ビやラジオ放送の番組，建物や機械の設計図，コンピューターのプログラム，集会や旅行のプ

ラン，衣服や部屋のデザイン，組織体の規則集や法律，取引の契約と実行プラン、企業の創立の

プランとベンチャーキャピタルに対するそのプレゼンテーションのプランなどである。これら

はいずれも全体としてまとまりを持ち，特定の意味，目的，意図，発想などによってが統合さ

れている。それらはそれぞれ一つの全一的な構造体をなしており，恣意的に分割できない。も

ちろん簡略形や要約などを作ることはできるが，それは特定の編集方針に基づいて行なわれ，

これによって別の種類の情報が形成されるのであり，本体の情報と密接に関連した構造をもっ

ているが，それ自体としては別の情報となっている。情報は明確な意図・方針があれば下部単

位に分割されるのであり，音楽の曲の楽章，小説の分冊，建物の設計図の部分図，略図などが

その例である。しかしこれらも恣意的分割とは異なり，在来財のジュースやビール，スイカや

メロンとは性質が異なる。一方，在来財においても分割不可能性は存在する。たとえば家屋，

家具，自動車，電気機器などその例は多い。これらはその背後に設計図があり，生産物はその

実現という形になっているのであり，それぞれの情報の構造と対応している。つまり，これら

の在来財の特質は情報の特質と表裏一体となっているといえる。

　さらに情報そのものについていえば，つねに1単位のみ需要される。1単位といっても上に

述べたようにそれは1冊の本，1枚の設計図，音楽やオペラの一曲，テレビの番組，絵画や建

築，コンピュータ・ソフトウェァなどであり，非常に豊富・複雑な構造をもっているのである。

これらが1つの単位として機能するのは，それらが特有の編成原理によって統合されているか

らである。このように消費者が1単位の財のみを購入するという形での定式化はHotelling（1929）

の線分立地モデルにみられる。彼のモデルは必要な再解釈を加えて生産物差別化の分析に用い

られており，Salop（1979），　Klemperer，　Lane，　Eaton　and　Lipseyなどこの方面の分析は数多い。

これらは直接的には在来財を対象としているが，このように差別化（分化）された財の1単位ずつ

の購入という行動の考察は，すでに述べたように情報経済の解明の上で重要である。たとえば
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音楽のCDを考えてみると，人々は異なる種類のCDを1枚ずつ購入するのであり，同じことは

雑誌，新聞，書物，ビデオなどコンテンツー般について妥当することは先においてに述べた通

りである。在来財についていえばたとえばホテルやレストラン，劇場，交通機関の利用などに

ついて一時点の消費を考えるとこのことが当てはまる。つまり消費者は一時点についていえば

これらの財については1種類の財のみを選ぶといえる。このような性格をもつ財についての一

般的考察は別の機会に譲ることとし，以下では情報経済を直接対象にしたモデルを扱かうこと

にしょう。

第1章　ネットワーク外部性の下での企業行動とその安定性

　情報経済を対象とした分析としてはRohlfs（1974）のモデルがすでに古典的となっており，

我々の研究も彼のモデルを出発点としている。ここではグラフによる表現の工夫を加えて簡単

にその要点を説明しておこう。Rohlfsのモデルにおいては消費者は1種類の財（サービスを含む）

を1単位のみ需要するという想定のもとで完全競争市場の均衡の複数性と安定性が分析されて

いるが，消費者は財の自立的（stand　aloneの）評価においてはすべて異なり，その違いはその財

についての支払意思額（willingness　to　pay）の違いによって表現され，一様分布が想定され，1人

の消費者は両端をもつ線分上の1点として表わされる。Rohlfsモデルの特徴は何といってもネッ

トワーク外部性を明示的にモデル化していることにあるが，本研究ではモデルにおける変数を

水準で（比率ではなく）表わした形で扱かっている。（Varian（1999）がこの形で表現している）。

それが式（1）および図1，2で示されている。

曲線w

図1

図2

N
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　図1では縦軸に支払意思額wをとってあり，曲線はw＝（G－N）Nを示す。自立的評価v，消

費者数をN，その上限をG←定）とするとv＝G－Nであり，支払意思額wはw＝vNのよ

うに表わされ（この点についてはさらに江沢・江口（2000）も参照されたい），この関係が図2に

示されている。ここにはある特定の支払意思額についての直角双曲線w＝vNが描かれており，

2つの状態が示されている。すなわち（1）1つは自立価値が相対的に高い値vHをとる場合であり，

この値vHには少ない加入者NLが対応している。（2）もう1つは逆の状態つまり相対的に低い自

立価値vLの場合であり，この値には相対的に多めの加入者NHが対応している。

　ここで価格ρを企業が設定する場合には企業ネットワークへの加入者（＝契約者，利用者）

の囲い込み（lock　in）の戦略の基礎となるが，　Rohlfsのモデルは完全競争市場を想定しており，

コスト面から供給曲線が決まる。図1では縦軸のpを通る直線が供給曲線を示し，曲線wが需

要曲線となっている。

　我々の「情報経済のミクロモデル」の研究シリーズの目的はこのRohlfsモデルを不完全競争の

ケースに拡張し，それを基に情報経済の特質を究明することにある。これまでに発表した江

沢・江口（2000）一これをmodel　1と呼ぼう一では複占を対象とし，2企業の利潤（収入）最大

化とナッシュ均衡を導き，その均衡の安定性を分析した。その結果ネットワーク外部性が存在

する経済においては需要量がある値＝クリティカル・マスの値を下回る場合には不安定性が生

じることを示した。これは独占においても複占においてもともに生じ，ネットワーク外部性が

働らく場合にのみ生じうる現象といえる。すなわちネットワーク外部性を示すパラメーターが0

となる時にはこの意味での不安定性は消滅し，在来型の独占・寡占のケースになる。このよう

な不安定領域が存在するということは，企業が利潤最大化価格を設定する場合にいったん需要

不足が生じるとその不足が拡大し続けるという可能性があることを意味している。このモデル

すなわちmodel　1では2つの企業のネットワーク互換性がないケースを対象とした。それに続く

江沢（2001）一以上model　2と呼ぼう一では互換性を導入し，互換性の程度を表わすパラメータ

ーをλ（0≦λ≦1）とした。λ＝1であれば完全互換，λ＝0であれば非互換である。この意味

でmodel　lはmodel　2においてλ＝0とおいた特殊ケースになるわけである。　model　2の構造はこ

れ以外の点ではmodel　1と全く同一である。
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　今回の論文はmodel　2に基づいてこの安定性の問題を分析することをテーマとしている。すな

わち以下での分析はテーマとしてはmodel　1の場合と共通であり，モデルそのものはmodel　2を

用いていることになる。

　そこで先ず非互換の場合，つまりmodel　1での不安定性の状況を図3を用いて確認しておこう。

図においてMlは企業1の利潤（収入）最大点であり，その点での値はN2の値に依存している。

企業1は不確実性がなければこの点を実現するために価格PIMを設定する。グラフではこの値

は原点を通る半直線PIMとして示すことができる。曲線Rl上の値を産出量N1で割るとその産

出量のもとでの価格となるからである。もしこれによって予測通り最適産出量NIMが実現でき

れば問題はない。さらに何らかの原因でNIMが実現できないとしてもその値がNIL以上であれ

ばやはり安定性という点からは問題はない。というのは時間の経過とともに需要量＝産出量は

Mlの点へと収束していくからである。というのは点Llの右側では，　PIM＜Wとなっているの

で，Nlの値は増加し，　NIMに一致するまでこの増加が続くからである。つまり点L1の右側に

位置する限り安定である。しかしLlの左側に産出量が落ち込むとこの復元力は働かない。左側

ではw＜PIMとなるのでN1の値は減少するからである。遂には0となるまでこの減少は続く。

このプロセスを「下落のプロセス」と呼ぶことにしよう。またこのような点L1での産出量NIL

をクリティカル・マスと呼ぶことにしょう。

　企業はこのような下落のプロセスに陥る可能性を多かれ少なかれ事前に予知し，対策を講じ

るであろう。その1つが市場開発の初期における低価格戦略の採用である。たとえば図3にお

ける価格線p．1がその例である。この場合には曲線Rlと価格線との交点はL．1となり，それに対

応するクリティカル・マスはNILより低い。すなわち「下落のプロセス」に陥いる可能性をそ

れだけ小さくすることができるわけである。もっともここではそのような低価格戦略は「下落

のプロセス」に陥る可能性を軽減するだけであり，全く除去してしまうのではない。以上のよ

うな事情は互換性が導入されることでどのように変化するであるうか。節を改めて検討するこ

とにしょう。

第2章　互換性のあるケースにおける企業行動の安定性

　互換性がある場合の企業行動の安定性と不安定性について2つに分けて考察することにしよ

う。（1＞第1は他企業のネットワークの規模を任意に想定する場合であり，（ll）第2は両企業がパラ

メーターにかんしてシンメトリックである場合のナッシュ均衡のケースである。（1）のケースは他

企業のネットワークの大きさは必ずしも均衡値とは限らない任意の値をとり，そのもとで企業1

のみについて利潤最大化を考える。⑪の場合には両企業にかんして利潤最大化を考え，それによ

って導出される反応関数の連立方程式の解としてナッシュ均衡を求め，その解について安定性

の問題を検討する。

　（1）のアプローチの意味について簡単に触れておこう。そもそもネットワーク外部性を伴なう経

済においては多かれ少なかれ個別企業には上述の「下落のプロセス」に落ち込むという可能性

が存在するのであり，そのような不均衡プロセスにおける推移を考察することが重要であると

考えられる。というのは企業のシステムの均衡一ここではナッシュ均衡一が外生的撹乱に対し

てつねに安定的であれば，不均衡状態が一時的に出現してもやがて時間の経過とともに新しい

均衡状態に戻る復元力が働らくのであるから，均衡状態の考察のみに観点を限定しても大筋に

73



おいては間違いはないかもしれない。そして当面考察の対象としている企業のシステムにおい

ては相対的に小さな外生的変化に対してはこのような安定性があると考えられる。各企業のナ

ッシュ均衡の近傍では利潤曲線は凹となっているからである。しかしこの安定性範囲がどの位

の拡がりをもつかはネットワーク相互の互換性の程度に依存しているといえる。結論をいえば

互換性が向上すれば安定性が高まるのであり，このことは上の（1），（n）の双方のケースについて成

り立つ。（1）のケースから始めることにしよう。

第3章　互換性向上による企業行動の安定化

企業1の利潤（収入）は次式によって与えられる。

Rl＝（G－N2－Nl）（Nl＋λ1V2）α1Nl （1）

　すでに述べたようにアプローチ（1）では他企業一つまり企業2一の産出量＝ネットワークの規模

N2をある任意の値（ただし上限はG）と想定する。このとき企業1の利潤（＝収入）R1は図4

のような曲線となる。Mlは利潤最大点であり，この点はいうまでもなく（1）のRlをNlについて

偏微分し，0とおくことによって得られる。企業1はこの点を実現するように価格を設定するこ

1～1

曲線Rl
ルf1 ρ1M

直線

L1

τ1
2V1

0 6－2V2

図4　λ＞0のケース

とは図3のケースと同じである。しかしここではλ＞0としているので原点における接線の勾配

が次のようになる。すなわちN1＝0におけるRl（N1）の値を

　　τ1≡iRl（0）

と表わし，この値を計算すると

τ1＝（λN2）α｝（G－N2）＞0

（2）

（3）
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となる。すなわち図4に示してあるように原点における曲線Riの接線の勾配τ1は正となる。

これは次のことを意味する。

　企業1はもし産出量についての需要予測が完全に出来れば産出物価格をPIMに設定し，利潤

最大点Mlに到達することができる。しかし現実には需要予測には多かれ少なかれ不確実性が伴

うのであり，実現される産出量が臨界点（クリティカル・マスの点）Llを下回る値をとるリス

クが常に存在する。このリスクをいくらかでも軽減するために企業は低価格戦略を採り，この

臨界点の位置を下方に移動させるというポリシーを採る可能性があるということをλ・Oのケー

スについて図3を用いて明らかにした。図3のケースではλ・Oであるから（3）によりτ1　・Oとな

る。それに対して図4のケースではλ＞0であるから（3）によりτ1＞0となる（ただしG＞N2で

ある）。このことは企業が価格をτ1（の値に対応する値）にまで引下げれば上述のリスクつまり

産出物需要が「下落のプロセス」に落ち込むリスクを完全に回避することができることを示し

ている。λ・Oのケースではこの価格引下げの下限は0であり，0にまで価格を引下げなければ

このリスクを完全に除去することはできない。いうまでもなく販売価格を下げれば利潤は減少

する。これまでの考察では固定費は明示していないが，これは現実には情報経済においてはし

ばしば大きなものになる。それはソフトウェァやコンテンツ（映画など）の開発費，設備投資

（通信施設などの）費用がしばしば巨額に上るケースに示されている。したがって企業は長期的

にみてこれらの投下費用を回収し，かつ資本コストを上回る利潤を確保しなければならない。

したがって短期的にはとにかく，長期的には大幅の販売価格引下げを持続させることはできな

い。したがって図3または図4においてPIMをどの位下回る価格を当該期間に設定するかは現

実には企業者のリスクとリターンの較量によって決められるといえよう。つまりリスクを軽減

し，そのためにリターンを犠牲にする度合が大きい（危険回避の度合の高い）企業者はかなり

の価格引下げをはかるであろう。逆のタイプの企業者は逆の行動をとる。

　しかしこのようなリスクに対する態度の背後にある収益構造そのものが，企業のネットワー

ク間の互換性（もしくは相互接続）の向上によって変ってくることが重要である。図4が示す

ようにλ＞0の場合にはτ1の傾きまで価格を引き下げれば上述の意味でのリスクは完全に回避

できるのであり，τ1を少し上回る程度の価格を設定しても小規模のリスクを負担するだけで済

む。

　このように互換性の向上は企業のリスク軽減に貢献するわけであるが，（3）が示すすようにそ

の貢献の度合はλが大である程大となる。さらに（3）はτ1で示される最低安全価格レベルが他企

業のネットワーク規模N2にも依存することを意味している。そこで次にこの点を検討しよう。

（3）においてτ1にかんするN2の効果を計算すると次式がえられる。

舞一λ（AN2　）ai－1［a・G－（1燗

この式を0とするN2の値をN2としよう。そうすると

（4＞

ルニ⊥σ2

　　1＋α1
（5）

となる。図5に描いてあるよっに企業2のネットワーク規模N2がN2よりも小さい範囲ではN2

の増大は勾配τ1を増加させる。それを超えると逆にτ1を減少させる。すなわち他企業のネット
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ワークが拡大することは当該企業にとっては限界点N2までは安定性の面ではプラスに働らく

が，その点を超えると逆にマイナスに働らくといえる。互換性のある状態では他企業のネット

ワークの拡大は自企業のネットワークの拡大と同様の効果をもつのであり，この効果が（3）式の

右辺第1項で表わされており，これをネットワーク共有効果と呼ぶことにしよう。（3）式の右辺

第2項は他企業のネットワーク＝産出量の拡大が自企業のネットワークへの需要を引き下げる

効果を表しており，これを（他企業による自企業の）需要削減効果と呼ぶことにしよう。図5が

示しているように他企業の産出量の限界点N2までの範囲では前者のネットワーク共有効果が後

者の需要削減効果を上回り，全体としてN2の拡大はτ1を引き上げる。このとき企業1にとって

の価格引下げの下限を高くし，安定性を向上させる。しかし限界点N2を超えると両効果の関係

は逆転し，ネットワーク共有効果よりも需要削減効果の方が大となり，N2の拡大はτ1を下落さ

せる。このような限界点N2の位置はネットワーク外部性係数α1に依存する。すなわち（5）式が示

すようにα1が大であればN2も大となる。逆ならば逆である。すなわちネットワーク外部性係数

が大きいときには限界点はネットワーク全体の上限Gに近い。つまり他企業のネットワークN2

の拡大が自企業の収入の増加にプラスに働らく限度が高い。逆にネットワーク外部性係数が小

さいときには限界点は小さく，極端な場合α1が0に近づくとN2も0に近づくわけである。

α1大

N2

図5

　以上は企業数が2のケースについては検討したものであるが，一般な企業数nのケースにつ

いてもN（．1）＝Σp，　NjとおけばN（．1）について同様の内容の結果を導くことができる。ここで

n＝2であれば1＞1－1）＝N2となっている。この点についてはAppendixをみられたい。

第4章　複占均衡における互換性向上の効果

　複占におけるナッシュ均衡のケースに移ることにしよう。この場合互換性の向上つまりλの値

の上昇はどのような効果をもたらすであろうか。分析を可能にするために両企業が係数につい

てシンメトリックであるとしよう。すなわちネットワーク外部性の程度を示すパラメーターが

両企業とも等しいとし，α1＝α2≡αとしよう。そうすると企業1の利潤＝収入は次のように表
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わされる。

Rl＝（G－N2－Nl）（Nl＋λN2）αNl （6）

企業2についても同様の式が成り立つ。

　そこで両企業の反応関数を求めるために利潤最大化の条件を導くことにしよう。ρ，＝ln　Ri，

i＝1，2として∂ρi1∂N，＝0，i＝1，2を計算すれば次式がえられる。

　　1　　　　　α　　　1
　　　　　＝　　　　　　　　－
G－Nl　一　N21＞1＋λN2　Nl

（7）

　　　　1　　　　　α　　　　1
　　・．N、．M＝N、＋λN，＋珂　　　　（8）

（7＞より（8＞を差引き，整頓すれば次のようになる（この点については江沢（2001），p96～97におい

て同じ操作を行なっているので参照されたい）。

（N2　一・Nl）
`．認赫．」LNI）・詣｝一・

（9）

ここで1≧λであるから｛｝内は正であり，結局Nl・N2となることが分かる。この共通の値

をN＊としよう。つまりN1ニN2＝N＊である。このN＊を（7）（あるいは（8））に代入すると，　N＊

を明示的に解くことができる。すなわち

1V．＝μ＋αG，ただしμEi　1＋λ

　　3μ＋2α

（10）

となる。ここでk＝（μ＋α）ノ（3μ＋2α）とおくことにしよう。そうするとN＊＝kGとなる。

　本論文でのテーマは，企業行動の安定性を確保するために企業が低価格政策を採用する場合

に，設定すべき価格の下限が高いほど安定性が高いとみなす，という1つの基準を考察するこ

とにあった。つまりこの下限が高いほど企業は大幅な低価格政策をとらなくて済むのであった。

そしてこの下限を収入＝利潤曲線の原点における接線の勾配で表したのである。それは（3）で与

えられており，N＊を代入するとこの勾配の値は次のようになる。ただしここではτ1＝τ2であ

り，この値をτ＊とおいてある。

τ．＝（AN，）α（G－N、）

　ニ（λk）α（1－k）G1＋α

（11）

　このケースにおける企業の収入＝利潤曲線が図6に描いてある。この曲線は企業1を例にと

ってあるが，ここでは係数についてのシンメトリーを想定しており，かつ両企業の産出量をも

とにN＊とした状況を描いているので，曲線は企業1，2とも同一となる。一般的にはある企業
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の収入＝利潤曲線はライバル企業のアウトプット・レベルを指定しないと定まらないが，ここ

ではN2＝N＊とおいているので企業1の曲線が確定するのである。

1～1
ρ＊

ルf＊

五＊

τ＊ 2V1

0 2＞＊

G－N＊

図6

ここで企業が設定する価格について検討しよう。企業1についてp1＝Wlの関係を用いると，

Pl・＝（G－　N2－Nl）（Nl＋λN2）α1 （12）

となるが，シンメトリック・ケースにおける価格をP＊とすると，㈹の値を⑫に代入して次式を

うる。

P、＝（1－2k）（μk）αGl＋α
⑯

このP＊は図6において利潤最大点M＊を原点とを結ぶ傾きとして描かれることはいうまでもな

い。このP＊の傾きをもつ半直線一それを価格線P＊と呼ぶことにしよう一は利潤曲線とL＊の

ような交点をもつ可能性はある。しかし，もし曲線Rlがつねに価格線P＊の上方にあり，この

ような交点をもたない場合にはもともと「下落のプロセス」に陥るという意味でのリスクはな

いことになる。このようにリスクの有無およびリスクがある場合にはその程度がどの値になる

かについて検討することにしよう。

　既に明らかにしたように収入曲線の原点における勾配τ＊が大であるときに安定性の度合がど

の程度高まるかはp＊つまり利潤最大化を達成する価格との相対的関係で決る。すなわちp＊が

相対的に低い状況では下限τ＊がある程度の大きさをもっていればp＊からの相対的に少なめの

割引でτ＊に達することができ，（上述の意味での）リスクを完全に回避できる。それに対して同

じτ＊の下でもp＊がかなり高ければ相対的に大幅な割引をしなければ下限τ＊には達しないから

である。このような意味から次のような比z＊を考えることにしよう。

z＊＝τ＊1ノフ＊ （14）
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この式に⑳および⑬を代入して整頓すれば次式がえられる。

z・　＝

k会ア2号α
㈲

これより次の関係がえられる。

∂（lnz。）αμ＋1＋α

∂λ　　μ（2μ＋α）λ
＞0

（16）

すなわちλが高い状況ではz＊の比が高くなる。つまり互換性が大であると下限が高くなり，そ

れによって安定性が高まるといえるわけである。この様子を図7に示してある。これらの曲線

を曲線z＊と呼ぶとすると，ネットワーク外部性を示すパラメーターαがあまり大でない場合に

はλが十分大であればz＊の値が1を超え，不安定性が全く消滅するといえるわけである。

α＝0

z＊

0 1 λ

図7

第5章　互換性向上に関連する諸事情

　以上のように異なる企業のネットワーク相互間の互換性（あるいは相互接続）の向上は企業

の安定性の増進のために望ましいといえるわけであるが，前論文（江沢（2001））で明らかにし

たように互換性の向上は同時に企業利潤の増加に寄与するのであった。この意味では互換性の

向上は企業の収益性についても安定性のついても望ましいことになる。また消費者にとっても

互換性の向上はそれ自体として望ましいといえるのであり，結局社会全体として望ましいとい

うことができる。しかし現実にどのような方法でこの互換性を確保するかが問題であり，標準

たとえばデファクト・スタンダード（業界標準）の形をとる場合には提供される財（サービス

を含む）の種類（variety）の豊富さとイノベーションを抑制する可能性が出てくる。
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　これらの点についてFarrell・and・Saloner（1992）は次のように指摘している。標準化（standardiza－

tion）は（1）市場参加者の独立の行動を通じて達成される場合，（2）自発的な産業標準委員会

（industry　standards　committee）による調整活動による場合，そして（3＞政府の活動による場合があ

る。しかし，標準化にはコストがかかる。第1にイノベーションを遅らせるというコストがあ

る。また標準化の過程自体にコストがかかる。フォーマルな標準の設定の場合にはこれらのコ

ストには標準化委員会の活動に諸資源が費やされるということ，およびそれらの意思決定が遅

いことによる遅延のコスト（delay　costs）が含まれる。一方，市場によるインフォーマルな標準

化の場合にはデファクト・スタンダードとして採用されることになる知的資産に対して自から

を適応させるためのリバース・エンジニァリングのために資源が費やされることになる。その

努力を怠たると競合するテクノロジーが有力となりデファクト・スタンダードの地位を占めて

しまう可能性があるからである。この場合には利用者はどのテクノロジーが標準の地位を占め

るかがはっきりするまでの間，一時的な非互換性（transient　incompatibility）による損失をこうむ

ることになる。そして標準の地位を占めなかったテクノロジーに投資してきた利用者を困惑さ

せることになる。あるいは別のケースとして，どのテクノロジーもデファクト・スタンダード

の地位を獲得せず，いくつかのテクノロジーが並列したままの状態が続き，利用者が永続的な

非互換性（persistent　incompatibility）による損失をこうむることもありうる。

　Farrell・and　Salonerがさらに重視しているのは，標準が生産物（サービスを含む）の種類を制限

するという問題である。というのは標準化は生産物の設計に制限を加えるからである。そこで

種類の多様性の確保のために標準によってではなく，1つのネットワークから他のネットワー

クへ情報の内容をトランスレートする。あるいはコンヴァートする方法を採用することに関心

が向く。このような移転あるいは転換を行なう仕組や人は様々の名称で呼ばれている。converters，

translators，　emulators，　adaptorsあるいはgateway　technologiesなどである。（Farrell　and　Saloner（1992），

p．10）。これらの仕組，人は上述の生産物の種類やイノベーションを制約することなく互換性を

達成できる。これらのコンバーターを用いることの特徴は，互換性を事後（ex　post）に行なうこ

と，つまりある種類の生産物が導入されたあとで行なうことができることにある。すなわち事

前（ex　ante）の標準化を必要としないことが特徴である。

　このようにコンバーターを用いる互換性の達成は大変好ましい特徴をもっているが，半面問

題がある。1つにはコンバージョン自体にもコストがかかることであり，また，より一層重要

と思われることとして，作業成果の質がコンバージョンによって低下することがありうること

である。とくにリアル・タイムのコンバージョンが要求される場合の通信ネットワークについ

てはこのことが重視される。ワープロ他の応用ソフトのファイル交換のコンバージョン等につ

いてはこれは大きな問題にならないかもしれないが。

　このようにして互換性の問題としては様々の問題を内包している。とくに情報経済において

はイノベーションが日進月歩の勢いで進行しており，1つの問題が解決しても直ぐに別の新し

い問題が発生するということが頻繁に生じている。したがってネットワーク外部性の問題につ

いてもどの側面に焦点を当てるかによって様々の分析モデルが用意されなくてはならない。本

研究シリーズでも次の機会に上で言及した財の種類の多様性の側面を生産物差別化の問題とし

て取扱かう予定である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上）
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Appendix

　企業数がnのケースには，企業1の利潤＝収入はN（．1）＝　2鼻，　Njとおくと，次のように表わさ

れる。

Rlニ（G－N（一ザNl）（Nl＋λN（．1））αiNi （A1）

これよりτ1≡R1（0）とおき，計算すれば本文と全く同じ手順で次式がえられる。

τ1＝（λN（．1））α1（G－N（－1）） （A2）

これより∂τ11∂N1＝0とすれば次のようになる。

　　　　　　α1
　　　　　　　G　　　　　　　　　　　　　　（A3）　　1＞（＿1）＝

　　　　　1＋α1

なおn＝2とすればN（－1）＝N2となることはいうまでもない。
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